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まえがき 

この 規格 は， 工業 標準化 法 第 12 条第] 項の 規定に 基づき， 日本 福祉 用具 • 生活 支援 用具 協会 (JASPA) 及 
び 財団法人 日本規格協会 (JSA) から 工業 標準 原案 を 具して 日本工業規格 を 制定す べきとの 申出が あり， 日本 
工業 標準 調査 会の 審議 を 経て， 経済 産業 大臣が 制定 し た 日本工業規格 であ る 。 

こ の 規格 は， 著作権法で 保護 対象 となつ ている 著作物で あ る 。 

この 規格の 一部が， 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願， 実用新案 権 又は 出願 公開 後の 実用新案 登録 出願に 
抵触す る 可能性が ある ことに 注意 を 喚起す る。 経済 産業 大臣 及び 日本 工業 標準 調査 会 は， このような 特許 
権， 出願 公開 後の 特許 出願， 実用新案 権 又は 出願 公開 後の 実用新案 登録 出願に 係る 確認に ついて， 責任 は 
もたない。 

JIST9241 の 規格 群に は， 次に 示す 部 編成が ある。 
JIS T 9241-1 第 1 部： 種類 及び 一般 要求 事項 
JIS T 9241-2 第 2 部： 移動 式 リフト 
JIS T 9241-3 第 3 部 ： 設置 式 リ フ ト 
JIS T 9241-4 第 4 部： レー ル 走行 式 リフト 
JIS T 9241-5 第 5 部： リフト 用ス リング 



(2) 

著作権法に よ り 無断での msk は 禁止され てお り ま す。 
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移動 @ 移乗 支援 用 リフト 一 
第 1 部： 種類 及び 一般 要求 事項 

Hoists for the transfer of persons with disabilities- 
Part 1: Classification and general requirement 

序文 

こ の 規格 は， 部 編成で 構成され る 第 2 部 か ら第 5 部 ま での 規格で 規定 される リフトに 関する 包括的な 規 
定 であり， 種類 及び 区分， 並びに 共通して 適用す る 要求 事項 を 規定して いる。 



1 適用 範囲 

この 規格 は， 自力での 移動 又は 移乗が 困難な 人 を 対象に 使用す る リフト （以下， リフトと いう。） 及び 身 
体 支持 具の 種類 及び 一般 要求 事項に ついて 規定す る。 この 規格 は， 異なる 階上への 移動 用 機器に は 適用し 
ない。 

注記 この 規格 は， 移動。 移乗 支援 用 リフトの 特性に ついて 規定す る ものであるが， その 特性に かか 
わる 規定 は， その 種類 及び 一般 要求 事項の ために 示す もので あり， この 規格に よって 適合 性 評 
価 を 行う こと は， 意図して いない。 



2 引用 規格 

次に 掲げる 規格 は， この 規格に 引用され る ことによって， この 規格の 規定の 一部 を 構成す る。 これらの 
引用 規格 は， その 最新 版 （追 補 を 含む。） を 適用す る。 

JIS B 9702 機械 頓の 安全性 一 リスク アセスメント の 原則 

JIS T 9241-2 移動 。 移乗 支援 用 リフト一 第 2 咅ぼ： 移動 式 リ フ ト 

JIS T 9241-3 移動 • 移乗 支援 用 リフト 一 第 3 部： 設置 式 リ フ ト 

JIS T 9241-4 移動 。 移乗 支援 用 リフト 一 第 4 部： レー ル 走行 式 リフト 

J1ST 9241-5 移動。 移乗 支援 用 リフト 一 第 5 部： リフト 用ス リング 



3 用語 及び 定義 

この 規格で 用いる 主な 用語 及び 定義 は， 次に よる。 

3.1 

移動 式 リフト （mobile hoist) 

被懸 ちょう （吊） 者 を 持ち上げ， 床 面 を 自由に 動かして， 他の 場所に 移動 又は 移乗させる キャスターな 
どが 付いた リ フ ト。 床 走行 式リ フ ト 及び ス ト レツ チヤ一 式リ フ ト 力ぶ ある。 
3.2 

床 走行 式 リフト （wheeled hoist) 
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移動 式 リフトの 一つで， 被懸 ちょう 者 を 持ち上げ， 床 面 を 自由に 動かして， 他の 場所に 移動 又は 移乗 さ 
せる キャスター などが 付いた リ フ ト。 
33 

スト レツ チヤ一 式 リフト （hoists trolley) 

移動 式 リフトの 一つで， 被懸 ちょう 者 を 乗せ， 床 面 を 自由に 動かして， 他の 場所に 移動 又は 移乗させる 
ス トレ ツチ ヤー 形式の リ フ ト。 
3.4 

iSiMxt リフ卜 kstatioiiary hoist) 

被懸 ちょう 者 を， あらかじめ 設定され た 場所で 持ち上げ， 移動 又は 移乗させる リフト。 壁面， 天井， 床， 
浴槽 又はべ ッ ド などに 固定す る もの。 
3.5 

住宅き 殳 滅 式 リフト (staUonary hoist fixed to the wail/walls, floor and/or ceiling; 

設置 式 リフトの 一つで， 住宅の 壁面， 天井， 床な どに 設置して 使用す る リフト。 
3.6 

機器 置 式 リノ 卜 (statioiiarv hoist fixed to, mo 画 ted m, or on another product) 

設置 式 リフトの'- - つで， 浴槽， ベッドな どの^ 器に 設置して 使用す る リフト。 
3.7 

レ一 ル 走行 式 リ フ ト （rail guided hoist) 

天井， 壁， 支柱な ど 頭上に 取り付けた レールに 沿って 移動す る リフト。 天井 走行 式 及び 据置 式が ある。 
3,8 

天井 走行 式 リフト (ceiling hoist) 

レール 走行 式リ フ 卜の 一つで， 天井 又は 壁に 固定した 頭上 取 付 形の リフ ト。 

3.9 

据 lizct リノ 卜 [stationary free staoding hoist (iree standing type)] 

レール 走行 式リ フ 卜の 一つで， 必要な 場所に 据え置いて 使用す る リ フ ト。 
3.10 

体 支持 具 (body-support unit) 

被!' おち よ う 者 を 関連 附属 装置と 一体と して 持ち上げ， 移動 又は 移乗させる ときの 身体 を 支持す るた めの 
用具 （例えば， ス リング， 座， ストレッチ ヤーな ど）。 
3,11 

ス リング (sling) 

身体に 適合す る 柔軟な 布な どで 作られ， 昇降 装置に 連結す る 身体 支持 具。 
3.12 

剛性 身体 支持 具 （rigid body-support unit) 

リ フ トの 昇降 装置に 連結す る 剛性の 材料 （必要ならば， パッ ドを かぶせる。） であら かじめ 成形され た 台 
座， 又は フ レームに 柔軟な 材料 を 取 り 付けた 身体 支持 具。 
3.13 

珉太 直 vmaximum load) 

被懸ち よ う 者， 身体 支持 具 及び その他 を 含んだ， リ フ トの 最大 許容 質量。 
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3.14 

被懸 ちょう 者 （m'ted person) 

リ フ トで 移乗す る 対象 者。 

4 種類 及び 区分 
4.1 種類 
4.1.1 リフト 

リ フ 卜の 種類 は， 表 1 による。 

表 1 一 リフトの 種類 



種類 


図 番号 


該当 規格 


移動 式 


床 走行 式 


図 1 


JIS T 9241-2 


ス ト レツ チヤ 一式 


図 2 


設置 式 


住宅 設置 式 

(壁面 • 天井 。 床な ど に 取 り 付 け る ） 


図 3 


JIS T 9241-3 


機器 設置 式 

(浴槽 • べッ ド などに 取り付ける） 


図 4， 図 5 


レール 走行 式 


天井 走行 式 


図 6 


J1S T 9241 - 4 


据置式 


図 7 


その他の リ フ ト 






注記 その他の リフトに ついては， 存在 を 示す ために 表示す る 力 s， 日本工業規格の 規定 
はしない。 



41.2 身体 支持 具 

身体 支持 具の 種類 は， 表 2 による。 

表 2 — 身 体 支持 具の 種類 



種類 


図 番号 


該当 規格 


スリ ング 


ベルト 形スリ ング 


図 8 a) 


JIS T 9241-5 


シート 形ス リング （頭部 サポート なし） 


図 8 b) 


シート 形ス リング （頭部 サポート 付き） 


図 8 c) 


脚 分 讓形ス リ ン グ （頭部 サ ポートな し） 


図 8d) 


脚 分離 形ス リング （頭部 サポート 付き） 


図 8e) 


その他の ス リ ング 






岡 [1 性 身体 支持 具 


図 9 




注記 剛性 身体 支持 具， その他の ス リングに ついては， 存在 を 示す ために 表示す る 力 \ 日本 
工業規格の 規定 はしない。 



4.2 最大 質量に よる 区分 （区分 記号） 

最大 質量に よる 区分 （区分 記号） は， 表 3 による。 
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表 3 — 最大 質量に よる 区分 （区分 記号) 



区分 記号 


最大 質量 範囲 kg 


WS 


60 以下 


WM 


60 超え 80 以下 


WL 


80 超え 100 以下 


WLL 


100 超え 120 以下 


WX 


120 超える もの 



5 設計 及び 構造 
5.1 一般 

次の 要求 事項 を 満足す る とともに， JIST9241-2〜JIST9241-5 の 各部に 規定す る 要求 事項 を 満足し なけ 
れ ばなら ない。 
5.2 設計 
5.2.1 リスク 分析 

リスク 分析 は， JISB 9702 などの 手法 を 用いる。 また， リスク 分析の 手順の 実施 及び 結果 は， 製造業 者 
によつ て 文書 化 し 維持 し な ければ な ら ない。 
5.2.2 人間工学 的 要素 

リフトの 人間工学 的 条件 は， リフトの 設計 時に 考慮し なければ ならない。 安全性 を 確保す るた めに， 人 
間の 能力， 技能， 限界 及び 欲求 を 考慮に 入れて， 人間， 技術 及び 作業 環境の 相互関係 を も 考慮し なければ 
ならない。 

a) 表示 及び 信号 は， 鮮明に， あいまい さなく 認知され るよう に 設計し なければ ならない。 

b) ァ クチ ユエ ータの 制御 は， それ を 操作す るのに 使う 身体の 部分の 生理学 的な 特性と， 適合す るよう に 
設計し なければ ならない。 

C) 作業 環境 （騒音， 振動， 熱 的 放射， 照明， 危険性の ある 材料 及び 放射線） の 身体に 対する 影響 を 考慮 

して 設計し なければ ならない。 
d) 被懸 ちょう 者が つ （吊） り 上げられる ことにより 感じる 不安に， 配慮し なければ ならない。 
5.3 構造 

構造に 関し， 考慮すべき 事項 を 次に 示す。 

a) 身体 寸法， 姿勢， 身体の 動作 及び 生体力学 を 考慮し， リフトの 操作 ハンドル 及び ペダル は， 次の 条件 
を 満足し なければ ならない。 

1) 操作 力 10 N 以上の 操作 ハンドルと リフト 構造 部品との 距離 は， 35 mm 以上と する。 

2) ペダルの 上面と リ フトの 他の 部分との 距離 は， つま 先の すき 間が 鉛直 距離に して 75 mm 以上と す 
る。 

3) 操作 力 10 N 以上の 操作 ハン ドル 及び 握りの 直径 は， 19mm〜43mm の 範囲と する。 

4) ペダルの 高さ は， 床 面から 300mm 以内と する。 

5) 手動 式 制御装置の 位置 は， 床 面から 800 mn ！〜 1 200 mm の 高さ とする。 

6) 操作 ハンドルの 高さ は， 900 mm 以上と する。 

注記 被懸ち よ う 者が 操作す る 制御装置 は， 上記の 位置で な くても よい。 

b) 浴室な ど 水 周りで 使用す る 電動 リフ 卜の 操作 機器 は 防水に ついて 考慮し なければ ならない。 
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図 1— 床 走行 式 リフトの 例 図 2 — スト レツ チヤ一 式 リフトの 例 




図 3 — 住宅 設置 式 リフトの 例 図 4— 機器 設置 式 リフト （浴槽に 設置した 例) 
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図 5 — 機 器 設置 式リ フト （べッ ドに 設置した 例） 図 6 — 天井 走行 式リ フ 卜の 例 




図 7 — 据置式 リフトの 例 



著 法に より i»f での 転載 等 は 禁止され ております。 
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d) 脚 分離 形ス リングの 例 e) 脚 分離 形ス リングの 例 

(頭部 サポート なし） （頭部 サポート 付き） 

図 8 —ス リングの 例 
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移動 ゆ 移乗 支援 用 リフト 一 
第 1 部: 種類 及び 一般 要求 事項 

解 説 



この 解説 は， 本体に 規定した 事柄 及び これに 関連した 事柄 を 説明す る もので， 規定の 一部で はない。 
この 解説 は， 財団法人 日本規格協会が 編集' 発行す る もので あり， この 解説に 関する 問合せ は， 財団法人 
日本規格協会へ お願いし ま す。 

1 制定の 趣旨 

介護 を 必要と する 人の 移動 ，移 乗に 使用す る 移動 関連 機器のう ち， リフトに 関して は， 1998 年 10 月に 国 
際 規格 (18010535: 1998, Hoists for the transfer of disabled persons -Requirements and test methods) カミ 制定 

された。 

我が国に おいて は， 21 世紀の 超 高齢 社会 を 前に， 今後ます ます 福祉 用具の 必要性が 高まる こと 力 吁想さ 
れる 中で， 高齢者' 障害者が 安心して 使え， 商品 選択の 一助と なる リフトに 関する JIS の 制定が 急がれて 
いた。 

2 制定の 経緯 

経済 産業 省 （元 通商産業省 工業技術 院） から "福祉 用具。 システムの 標準化に 関する 調査 研究" を 日本 健 
康 福祉 用具 工業 会が 受託し， ISO 10535: 1998 "障害者 移動 補助 リフト 一 要求 事項と 試験法" に基づいて， 
"福祉 用具' システムの 標準化に 関する 調査 研究" で 組織した 委員会で ISO10S35: 1998 を 翻訳し， 技術的 
内容 を 一部 変更 し て 原案 を 作成 し た 。 

この 原案 を 基に， 平成 13 年 9 月 20 日に， JIST9240 (移動 • 移乗 支援 用 リフト 通則） が 制定され た。 そ 
の 後 種類 別リ フ 卜の 規格 を 作成 するべく 準備 をして いた 力 S， 製品 規格と して JIS を 作成す る ことにな り， 
改めて JIST 9241 の 規格 群 を 作り， 部 編成で 種類 別の 規格 を 作成す る ことと なった。 第 1 部で は 各種 リフ 
卜に 共通の 事項 を 規定し， 第 2 部から 第 4 部で は， "種類 別リフ ト" に関する 要求 事項 及び 試験 方法に つい 
て 規定し， また， 第 5 部で は リフト 用ス リングに 関する 要求 事項 及び 試験 方法に ついて 規定した。 

3 審議 中 に 特に 問題と な つ た 事項 

a) 種類 別 リフトの 規格 を 作成す るに 当たり， 共通 事項 だけでの 規格 を 作る かどう かにつ いて， 当初 議論 
があった 力く 結局 は 規格 群と する ことにした。 共通 事項と して は 種類と 区分， リスク 分析， 人間工学 
的 要素 を 盛り込んだ。 今後 共通 事項と して 規定す る 項目の 整理が 必要で ある。 

b) 日本人の 体格から 見て， ISO 規格の 120 kg 以上 をつ （吊） り 上げる というのに 従う の は 困難で あり， 
体重 区分 を 設けた が， 今後 日本人 だけでなく アジア 人の 体格と いう 観点から ISO の 理解 を 求めて いく。 



解 1 
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4 適用 範囲 

欧州 規格 は 障害者の ための 福祉 用具に 関して 3 レベルに 分かれる カミ， ISO では 最も 高い レベルの 

一般 要求 事項 （レベル 1) と， その 下位の レベルで ある， グループの ための 特定 条件 （レベル 2) 及び 種類 
別の ための 特定 条件 （レベル 3) の 結合 規格で ある。 JIST 9241 の 規格 群 は ISO 10535 から 種類 別に ブレ 
一 ク ダウ ン し て 作成 し た ものである。 

5 規定 項目の 内容 
5.1 規格の 名称 

名称 は "JIST9241-1 移動' 移乗 支援 用 リフト 一 第 1 部： 種類 及び 一般 要求 事項" とし， 第 2 部から 第 
5 部で は 第 1 部の 中 で 規定 している 分類 に 沿 つた 名称と した。 
5.2 引用 規格 （本体の 箇条 2) 

本体の 箇条 2 の 引用 規格に 記載され ている 規格 は 種類 別 に ブレーク ダ ゥン した 国 内規 格で あ る 。 
5.3 定義 （本体の 箇条 3) 

この 規格に 用いる 用語 は， ISO 10S35 に 従った。 定義の 中で 日本語と して 使われて いる 外国語の 表現 方 
法 は 片仮名 文字と した。 日本語での 適切な 表現が 困難な 外国語 は 片仮名 表現と している。 
5.3.1 最大 質量 （本体の 3.13) 

被懸ち よう 者， 身体 支持 具 及び その他 を 含む。 ISO 規格で は Maximum load である が， 荷重 という 表現 
を 使わず 質量と 表現す る。 
5.3.2 ス リング （本体の 3.11) 

ISO 10535 で 定義され ている "non-rigid body-support unit" について， 直訳で ある 非 剛性 身体 支持 具なる 
用語 を 使用す る 検討 を 行った が， 日本で はス リングの 呼称が 一般的で あるた め， ス リングに 統一した。 
5,4 種類 及び 区分 （本体の 箇条 4) 
5.4.1 種類 （本体の 4.1) 

わかりやすく する 意味で リフトと ス リングと を 分けて 分類した。 記号 は 付けない ことにした。 その他の 
リフト， その他の 非 剛性 身体 支持 具と いう 項目 を 設け， すべての リフト， ス リング を 対象と している こと 
を 示した。 

5.4.2 最大 質量に よる 区分 （本体の 4.2) 

荷重と いう 表現 を やめ， 質量に 統一した。 区分 記号 も 混乱 を 起こさな いように W60， WSO のよう な 数字 
混じり を やめ， WS， WM のようにした。 また， それに 見合う 質量 は 範囲 表示と した。 
5.5 設計 及び 構造 （本体の 箇条 5) 
5.5.1 リスク 分析 （本体の 5 丄 1) 

JIS B 9702 に 基づ く リ ス ク 分析の 例 を 示す。 

こ の 解説の リ ス ク 分析の 5.5.1.1 は JIS Z 8051 (安全 側面 一規 格への 導入 指針)， 5,5,1.2 は 財団法人 製品 
安全 協会に よる "平成 15 年度 消費生活 製品の 安全性に 関する リ ス ク 管理 ガイ ド"， 5.5.1.3 は JIS T 14971 

(医療機器一 リスク マネ ジメ ントの 医療機器への 適用） を 参考に その 例 を 示す。 

なお， この 例 を 参考に 社内で は 具体化す るの がよ い。 また， 次回 改正 時には これ を ベースに 具体化す る 
こ とが 必要で ある。 
5.5.1.1 リスク 分析の 方法 

こ の 解説の 5.5.1,1.2 に 規定す る 許容 可能な リ スクの 達成 手順に 従って リ スク 分析 を 行い， その リ スク分 
折の 実施と 結果と を 文書に 記録す る。 文書に はこの 解説の 5,5 丄 1,2 で 要求した 手順の 記録に 加え， 少な く 

解 2 
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と も 次 を 含む。 

a) リスク 分析 を 行った 製品 又は 附属 品の 説明 及び 特定 

b) リ ス ク 分析 を 行った 人 及び 組織の 特定 
C) リスク 分析 を つた 日付 

5.5.1.1.1 許容 可能な リスク 

許容 可能な リスク は， リスク アセスメント （リスク 分析 及び リスクの 評価） の 反復 的 プロセス 及び それ 
に 基づいた リ ス ク 低減に よ つ て 達成す る （解説 図 1 参照） 。 



スター 卜 



リスクの 低減 



ス 卜ップ 



意図され る 使用 及び 合理的に 予見 可能な 誤 使用の 明確 



八 ザ一 ド 


の 特定 






リスクの 見積もり 







リスクの 評価 



許容 可能な リスク 
は 達成され たか 



Yes 



解説 図 1— リスク アセスメント 及び リスク 低減の 反復 プロセス 

5.5 丄 1.2 許容 可能な リスクの 達成 手順 

リスク を 許容 可能 な レベル ま で 低減す るに は， 次の 手順 を 用いる ことが 望ましい。 

a) 製品の 対象と 考えられる 使用者 及び 触れる ことが 予見され る 者 （例えば， 子どもに よる 使用 及び ノ又 
は 接触） を 特定す る。 

b) 製品の 意図され る 使用 を 特定し， 合理的に 予見 可能な 誤 使用 を 見積もる。 

C) 製品の 使用 （据 付け， 保全， 修理 及び 解体 並びに Z 又は 廃棄 を 含む。） の 全段 階 及び 全 条件に おいて 発 

生す る ハザード （危険 状態 及び 危険 事象 を 含む。） を 個々 に 特定す る。 
d) 特定した ハザードが 引き起こす 個々 の 特定され た 使用者 群 及び 接触 者 群に 対する リスク を 見積もり， 

解 3 

著作«|^?に よ り « 鬻 でめ 複霸， 轎藝等 は 禁止 さ れて お り ま す。 



N 






お ま Kr- 
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評価す る （解説 図 1 参照)。 

e) その リスクが 許容 可能 かどう か を 判断す る （例えば， 類似の 製品と 比較して）。 

f) その リスク が 許容 可能 な も の で な け れば， 許容 可能 な レベル ま で リスク を 低減 す る 。 

リスク を 低減す る に S の 優先順位 は， 次に よ る 。 

1) 本質 安全 設計 

2) 保護 装置 

3) 使用者に 対する 情報 
5,5 丄 2 リスクの 見積り 方法 

リスクの 見積り 方法の 例 を， 次に 示す。 
例示 ハザー ドに 対し 危険の 重大性と 危害の 頻度と を 掛け合わせて 総合 危険 度 を 評価す る。 危険の 重 
大性 として 解説 表 1 から 人への 危険， 製品への 危険， 財産への 危険， 環境への 危険 を 総合的に 
判断し， 1〜4 の 評価 を 行う。 さらに， これらの 危険の 発生 頻度 を 1〜5 の 評価 を 行う。 その 結 
果， 総合 危険 度 は 

総合 危険 度 = 危険の 重大性 X 危害の 頻度 
として 算出す る。 算出され た 総合 危険 度に 対する 対応 例 を， 解説 表 2 に 示す。 



解説 表 1 一 リスクの 評価 



危険の 重大性 


危害の 頻度 


危険 度 


人への 危険 


製品への 危険 


財産への 
危険 


環境への 危険 


頻 
度 


内容 


4 


死亡 


製品 破壊の 可能性 

あり 


財産の 損失 


継続的に 重大な 
影響 




頻繁に 発生 




重傷 


重要 部の 損傷の 
可能性 


大きな 損傷 


一時的に 影 it 


4 


時々 発生 


2 


軽傷 


多少の 損傷 あ り 


多少の 損傷 


情報 開示が 必要 




たまに_^き生 




影響な し 


1^ なし 


影響な し 


影響な し 


2 


ほとんど 発生し ない 






偶発的に 発生 



解説 表 2 - 評価 及び 対応 



総合 危険 度 


対応 


20 


全体 設計 見直 し 


15〜19 


部分 設計 見直し 


10〜14 


コストな ど検 d、f し 設計 見直し 




表示での 注 Sitf き 


0〜4 


取扱説明書の 注意書き 



5.5 丄 3 福祉 用具に 関連して 起こる 可能性が ある 八 ザード 及び 関連す る 要因の 例 

福祉 用具に 関連して 起こる 可能性が ある ハザード 及び 関連す る 要因に 関して リスト を 示す。 ただし， す 
ベて を 網羅して いる わけで はな く ， ハザー ドを 特定す る 手助けと なる。 

解 4 
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5.5.1.3.1 エネ ルギ一 の バザー ド 及び 関連す る 要因 

次 を 含む。 

a) も 気 

b) 機械的な 力 

C) 可動 部分 （手足 及び 指な どの 挟み こみ） 

d) 意図し ない 動き 

e) 懸垂 物体 

f) 利用者 を 支える 装置の 故障 

5.5.1.3.2 生物学 的な 八 ザ一 ド 及び 関連す る 要因 

a) 毒性 

b) アレルギー 誘発 性 

C) 衛生上の 安全 を 維持で きない 

5.5.13.3 環境 的な 八 ザ一 ド 及び 関連す る 要因 

次 を 含む。 

a) 電磁 干渉 

b) 電力の 不適切な 供給 

C) 指定され た 環境 条件 外での 保管 又は 操作 

d) 併用 を 意図した 他の 機器との 不適 合性 

e) 偶発的な 機械的 損害 

f) 廃棄物 及び Z 又は 福祉 用具の 廃棄に よ る 汚染 

5.5.1.3.4 福祉 用具の 使用に 関連す る 八 ザ 一 ド 及び 関連す る 要因 

次 を 含む。 

a) 不適切な ラベリング 

b) 不適切な 操作 説明， 例えば， 

1) 使用 前 点検の 不適切な 仕様 

2) 複雑す ぎる 操作 説明 

3) サービ ス 及び 保守の 不適切 な 仕様 

C) 未熟な 要員に よる 使用 及び 未 訓練 者に よる 使用 

d) 合理的に 予見で きる 誤 使用 

e) 消耗品， 附属 品， その他の 福祉 用具との 不適 合性 

f) 鋭い 角 又は 先端 

g) 介助 者 及び 子 ど も な どが 手足 や 指 を 挟み込む 機構の 存在 

5,5 丄 3，5 不適切， 不十分 又は 複雑す ぎる ユーザインタフェース （マン/マシン コミュニケーション) 

次 を 含む。 

a) 勘違い 及び 判断の 間違い 

b) ふとした 間違い 及び 思い違い 

C) うっかり ミス 及び 不注意に よる 失敗 （精神的 又は 肉体的） 

d) 複雑な 又は 混乱す る 制御システム 

e) あいまい 又は 不明り よう （瞭） な 福祉 用具の 状態 

f) 設定， 測定 又は その他 情報の あいまい 若しくは 不明り ような 表示 

解 S 
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g) 不十分な 視認 性， 可聴 性， 感触 性 

h) 動作に 対する 制御器， 又は 実際の 状態に 対する 表示 情報の 分かりにくい 配置 
1) 既存の 装置と 比べ 問題 を 引き起こ しゃすい モー ド 又は 配置 

5.5.1.3.6 機械的 故障， 保守 及び 老朽 化に よっても たらされる 八 ザ一 ド 及び 関連す る 要因 

次 を 含む。 

a) 保守 後の 機能 点検 を 含めた 保守 仕様の 欠如 又は 不適切 さ 

b) 不適切な 保守 

C) 福祉 用具の 寿命が 適切 に 決められ ていない 

d) 電気 的 Z 機械的な 完全 性の 喪失 

e) 不適切な こん 包 （汚染 及び Z 又は 劣化） 

f) 反復 使用に よる 機能の 劣化 
5.5.2 人間工学 的 要素 （本体の 5.2.2) 

ISO 10535 に準じて いる。 

6 懸 項 

a) 種類 別 リフトの 規格 を 作成す るに 当たり， 共通 事項 だけでの 規格 を 作る かどう かにつ いて， 当初 議論 
があった 力、 結局 は 規格 群と する ことにした。 共通 事項と して は 種類 及び 区分， リスク 分析， 人間 ェ 
学 的 要素 を 盛り込んだ。 今後 共通 事項と して 規定す る 項目の 整理が 必要で ある。 

b) ス リングと リフトの 適合 条件 を 明確に ク リアす る ことができず， 例示で， 適合 情報 を 記載す るよう に 
した。 

C) 日本人の 体格から 見て， ISO 規格の 120 kg 以上 をつ （吊） り 上げる というのに 従う の は 困難で あり， 
体重 区分 を 設けた が， 今後 日本人 だけで な く アジア 人の 体格と いう 観点から ISO の 理解 を 求めて いく。 
d) 浴室な どで 使用す るリ フ トの 防水 性に ついて 適切な 規定 を 検討す る 必要が る。 

7 原案 作成 委員会の 構成 表 

原案 作成 委員会の 構成 表 を， 次に 示す。 
a) 本 委員会 

lis 原案 作成 委員会 構成 表 



(委員長) 
(委員） 



所属 

国際 医療 福祉 大学 大学院 
経済 産業 省 
経済 産業 省 
厚生 労働省 

独立 行政法 人 製品 評価 技術 基盤 機構 

財団法人 日本規格協会 

全国 類髄 損傷 者 連絡会 

社団法人 日本 消費者 生活 ァ ドバイ ザ 一 。 

コン サルタン ト 協会 

国際 医療 福祉 大学 

株式会社 ミ クニ 

株式会社 モ リ ト 一 

株式会社 アーバン • ダイナミックス 



6 

繁平蔵 司 弘彦義 枝 健 生美浩 解 

あ 昇 龍 憲 正道 正 玉 正 勝 正 

氏 中子 下 木 井邊西 内 下 島 伊 

田 金 大髙福 渡 今 星 竹 柳 森 石 
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(事務局) 

b) 分科会 

(委員長) 
(委員） 

(事務局) 



ケア メ ディ ックス 株式会社 
日本 福祉 用具 。 生活 支援 用具 協会 
日本 福祉 用具 。 生活 支援 用具 協会 
日本 福祉 用具 • 生活 支援 用具 協会 



所属 

国際 医療 福祉 大学 大学院 

アビリティー ズ • ケア ネッ ト 株式会社 

明 電興産 株式会社 

パラ マウントべ ッ ド 株式会社 

酒 井 医療 株式会社 

国際 医療 福祉 大学 

株式会社 ミ クニ 

株式会社 モ リ ト 一 

株式会社 アーバン 。 ダイ ナ ミックス 
ケア メ ディ ックス 株式会社 
日本 福祉 用具 。 生活 支援 用具 協会 
日本 福祉 用具 • 生活 支援 用具 協会 
日本 福祉 用具 。 生活 支援 用具 協会 

(文責 田 中繁） 



寛 一仁 男 繁彦隆 寬ー健 生 美浩寛 一仁 男 

壮俊喜 さ 靖信 徳正勝 正 壮俊喜 

島 水 橋 松 氏 中 村 村 内 田 内 下 島 伊島 水 橋 松 

岩 清 高 村 田 中 今 武山竹 柳 森 石 岩 清 高 村 



解 
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★ 内容に ついての お 問合せ は， 規格 閱発部 標準 課 [FAX(0 め 3405-554 ITEL(03)5770- 1571] へ ご連路 

く ださい。 

女』15規格ガ^の正,ぉ；5^が発行された場合は， 次の耍5^«でご案内ぃたします。 

(1) 当 協会 発行の 月刊, ま、" 準 化 ジャーナル'' に， 正*1^(の内容を櫞救ぃたします。 

(2) 原則として 毎月 第 3 火曜日に， "日 Jgjgi 業 新閎" 及び "日刊 工業 新 «r の JIS 発行の 広吿概 

で， 正誤 票が 発行され た JIS 規格 番号 及び の 名称 をお 知らせいた します。 
なお， 当 協会の JIS 予約者の 方に は， 予約され ている 部門で 正誤 票が 発行され た 場合， 自動的 

にお 送りいた します。 

★JIS 規格^^のご注义は， 出版 'ド 部 出版 サービス 第一^ lTEL{03)3583-8002 FAX(03)3583-0462] 

乂は下 ffi の 当 協会 名 古 E 支部， liy 西 支部に おき ま し て も 承って おり ま すので， お 申込み く ださい。 
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